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一般報文 

天然ダム形成箇所の河床勾配の分析 

鈴木清敬・内田太郎・桜井 亘

 

1．はじめに1 

2011年紀伊半島大水害では深層崩壊に伴い多

数の天然ダムが形成された。天然ダムは、形成後、

越流水等の影響により数時間～数日の短期間に決

壊し、大量の水と土砂が急激に流出し、被害を及

ぼすことがある1)。一方、国内外を問わず、これ

までの天然ダムの対策の多くは、天然ダム形成後、

排水路の開削、被害範囲の推定など緊急的な対策

である2),3)。一方、形成後数時間で決壊するよう

な短期決壊型の天然ダムに対して、事前に天然ダ

ムの形成箇所を予測し、被害範囲を推定すること

が重要となるが、これまで事前の対策の例はほと

んど見られない。 

2．天然ダムによる被害推定の取組み 

国土技術政策総合研究所では、「深層崩壊対策

技術に関する基本的事項」4)において、天然ダム

対策は事前対策と緊急対策、ならびにハード対策

とソフト対策を組み合わせて実施すべきと整理し、

これをもとに2017年8月に「深層崩壊に起因する

大規模土砂災害被害想定手法（以下「被害想定手

法」という。）」5)を整理・公表し、天然ダムへの

対策を検討してきている。被害想定手法では、天

然ダムに対する事前対策や被害推定を行う際の検

討フローとして、①深層崩壊場所の想定、②深層

崩壊規模の想定、③天然ダム形成位置の想定、④

天然ダム形状の設定、⑤天然ダムの決壊時の被害

範囲の推定、という流れを提案している。 

このうち、①については研究途上の技術も含め、

多くの研究が行われてきている6)。②については

過去の深層崩壊実績から今後の深層崩壊規模を推

定できる可能性が示された7)。また、④、⑤につ

いては過去の事例に基づく経験的な手法8)や数値

計算による手法9)が提案されてきている。 

しかし、③天然ダム形成位置の実態はあまりよ

くわかっておらず、深層崩壊等が発生しても必ず

しも天然ダムが形成されるわけではない。そこで

──────────────────────── 
Study on Riverbed Gradients to Form Landslide Dams 

本稿では、深層崩壊に伴う土砂により天然ダムが

生じる可能性の高い河道区間を明らかにすること

を目的とし、天然ダムが形成する河床勾配の実態

を整理した。 

3．検討方法 

3.1 作業仮説 

深層崩壊に起因する土砂は、河道が急勾配な区

間では堆積せずに流下することが考えられる。す

なわち、天然ダムが形成する地点の河床勾配には

上限値がある可能性が考えられる。そこで、本研

究では、まず、勾配の上限値に着目した。 

また、崩壊土砂の停止位置は地形条件とともに、

崩壊土砂の流動性の影響も受けると考えられる。

すなわち、流動性が高いと急勾配区間では土砂が

停止せず、下流で天然ダムが形成される。崩壊土

砂の流動性は崩壊時の含水状態にも依存している

と考えられるため、深層崩壊を引き起こした誘因

（降雨や地震）により、天然ダムが形成する地点

の河床勾配の上限値は異なる可能性が考えられる。 

さらに、崩壊土砂の流動性は崩壊規模の影響を受

けることも報告されてきた10)。このため、崩壊規

模も天然ダム形成箇所の河床勾配の上限値に影響

を与える可能性が考えられる。 

そこで、本研究では、過去に形成した天然ダム

の形成地点の河床勾配に着目し、既往文献からの

事例収集および航空レーザプロファイラデータ

（以下「LPデータ」という。）による判読により

整理した。その上で、①誘因、②流下形態、③崩

壊規模により天然ダムの形成と河床勾配の関係を

検討した。なお、収集した天然ダムの事例は地す

べり等によって形成した天然ダムも含んでいる。 

3.2 天然ダム形成地点の河床勾配データの収集 

3.2.1 既往文献からの事例収集 

既往文献8),11),12)より天然ダムが形成した地点の

河床勾配データ111事例を収集した。なお、文献

8),11）では、1502年から2008年までに発生した天

然ダム形成地点の上流側と下流側のそれぞれ500

～1,000m区間の河床勾配が示されている。文献

12)では2011年紀伊半島大水害で生じた天然ダム
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について、崩壊箇所の主測線（図-1参照）を中心

に上下流それぞれ300～500m区間の河床勾配が

示されている。 

3.2.2 LPデータを用いた判読 

LPデータを用いた判読は、2004年新潟県中越

地震、2008年岩手・宮城内陸地震、2011年紀伊

半島大水害の3災害を対象とした。判読対象箇所

は上記の文献8),11),12)に河床勾配の値が記載されて

いない箇所を判読した。 

判読作業は文献12)と同様に、次の手順で行った。

①LPデータから1m×1mメッシュの地形モデル

（DEM）を作成、②地理院地図に表示されている

河川沿いあるいは河道の中心線に沿った河道縦断

線を作成、③作成した縦断線に沿って地形モデル

から概ね1m間隔で標高値を読み取り、縦断図を

作成、④天然ダム形成の影響のない上下流の河床

標高点を結んだ元河床線を直線で補間（図-1中の

黒点線）、⑤崩壊範囲の中心を崩壊主測線として

作成、⑥崩壊主測線と河道縦断線の交点を天然ダ

ム形成地点とし、天然ダム形成地点を中心に上流

側と下流側の200m区間の元河床の平均勾配を算

出した（図-1）。判読により25事例を収集した。 

3.3 収集データの整理 

収集した136事例を誘因別に整理した。整理し

た結果、41事例が地震を誘因とし、90事例が降

雨を誘因としていた。残りの5事例は火山噴火に

起因する事例であった。 

また、文献8),11)では、崩壊土砂の流下形態とし

て、本川沿いの側岸斜面が崩壊し崩壊土砂がその

まま河道に流入し天然ダムを形成する形態（図 -

2(a)、以下「側岸崩壊」という。）、支川上流部の

崩壊により生じた土砂が流動化・土石流化し本川

に達して天然ダムを形成する形態（図 -2(b)、以

降「支川上流からの土砂流出」と呼ぶ。）に分け

て整理されている。そこで、本研究でもこの分類

を踏襲し、文献8),11)以外の事例についても空中写

真等から同様の分類を行った。分類の結果、136

事例のうち側岸崩壊は92事例、支川上流からの

土砂流出は44事例であった。 

さらに、崩壊規模（移動土塊量）の観点から見

ると、移動土塊量100万m3未満（52事例）、移動

土塊量100万m3～1000万m3未満（55事例）、移動

土塊量1000万m3以上（23事例）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 LP判読事例  
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図-2(a) 側岸崩壊に伴う   
天然ダム形成の事例  

図-2(b) 支川上流からの土砂流出により本川で形成
された天然ダムの事例  

表-1 収集事例整理表  

地震 降雨
その他
※1

側岸
崩壊

支川からの
土砂流出

100万m
3

未満

100万～1000

万m
3
未満

1000万m
3

以上

文献

6、10

日本全国

（1502～2008年）
89 22 62 5 51 38 23 42 22

文献

11

紀伊半島大水害

奈良県（2011年）
22 - 22 - 16 6 16 5 1

新潟県中越地震
芋川流域（2004年）

6 6 - - 6 - - 2 -

岩手・宮城内陸地震
迫川流域（2008年）

13 13 - - 13 - 9 4 -

紀伊半島大水害※2

奈良・和歌山県（2011年）
6 - 6 - 6 - 4 2 -

136 41 90 5 92 44 52 55 23

※1　その他の誘因は火山噴火（水蒸気爆発等）によるものである
※2　紀伊半島大水害のLP判読箇所は、文献10に記載のない箇所について行った

規模
（移動土塊量）

事例数

誘因 流下形態

合計

収集

手段

文献
情報

LP

判読

天然ダムの

形成場所・時期
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4．研究結果 

4.1 天然ダム形成地点の河床勾配の実態 

図-3に天然ダム形成地点の上下流の河床勾配の

関係を示す。天然ダム形成地点の上流側の河床勾

配と下流側の河床勾配を比較すると、下流の勾配

が緩い事例がやや多く、バラツキが見られるもの

の、上流側と下流側で極端に勾配が違う地点に形

成された天然ダムの事例は少ない。そのため、以

降では上流側と下流側を平均した平均河床勾配を

用いることとする。 

4.2 誘因別の天然ダム形成地点の河床勾配の実態 

図-4に誘因別の河床勾配の整理結果を示す。誘

因別でみると、降雨の方が地震による天然ダムに

比べて、より幅広い河床勾配区間で形成されてお

り、急勾配区間での形成事例も存在している。累

積頻度5%～95%の範囲にあたる大部分の天然ダ

ム形成箇所の河床勾配は、降雨では1/7～1/250、

地震では1/10～1/150程度の違いがみられた。な

お、地震による天然ダムのうち、迫川の事例、芋

川の事例及びそれ以外の事例で天然ダム形成箇所

の河床勾配の分布範囲に大きな違いはみられな

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.3 流下形態別の天然ダム形成地点の河床勾配の

実態 

図-5に流下形態別の河床勾配の整理結果を示す。

この図より天然ダムが形成される河床勾配の頻度

分布は流下形態によってはほとんど差がないと言

える。 

4.4 誘因・流下形態別の天然ダム形成地点の河床

勾配の実態 

図-6に誘因別及び流下形態別の河床勾配の整理

結果を示す。この図の支川上流からの土砂流出に

よる天然ダムに着目すると、地震の方が降雨によ

る天然ダムに比べて急勾配区間での形成事例が多

い。しかし、累積頻度5%～10%部分に着目する

と誘因による差は小さい。これらのことは支川上

流で生じた崩壊土砂は、平均的には地震の方がよ

り急勾配な区間で停止していたことを意味してお

り、地震による崩壊土砂の方が流動性が低いこと

を考えればこの結果は妥当であろう。ただし、急

勾配区間で停止した事例の割合は、降雨と地震に

よる差がなく、この理由については詳細な分析が

必要である。 

また、側岸崩壊については、平均的には地震と

降雨で大きな差は見られなかった。このことは、 
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誘因によって天然ダムが生じるような崩壊発生斜

面直下の河床勾配に系統的な差がないことを意味

している。 

4.5 規模別の天然ダム形成地点の河床勾配の実態 

図-7に規模別の河床勾配の整理結果を示す。こ

の図より全体的には土砂量が小さい方がより急な

河床勾配の区間でも天然ダムを形成している傾向

が見られた。しかし、規模の違いによって分布の

バラツキはみられるものの、天然ダム形成箇所の

河床勾配は累積頻度5%値では1/7程度、95%値で

は1/200～1/250であった。 

4.6 天然ダム形成地点の河床勾配の実態 

以上のことから、誘因・流下形態・規模等によ

る分布のバラツキはみられるものの、累積頻度5

～95%の範囲にあたる90％の天然ダムは誘因等

に関わらず、河床勾配1/7から1/250の区間に形成

されていることがわかった。 

5．まとめ 

降雨等の状況（規模や降り方等）や発生箇所の

地形状況（斜面勾配や集水面積等）等を考慮した

詳細な分析が今後必要ではあるものの、累積頻度

5%～95%値にあたる90％の天然ダム形成地点は

誘因等に関わらず、河床勾配が1/7から1/250の区

間に形成されている。このことから、被害想定手

法に基づいて天然ダムに対する事前対策や被害想

定を行う場合には、河床勾配が1/7より緩勾配の

区間を天然ダムが形成する区間として限定するこ

とが考えられる。これにより、天然ダムの形成さ

れにくい急勾配の上流域を検討対象から除外する

ことができる可能性が考えられ、検討に必要とな

る時間・費用・労力等を低減し、被害推定や対策

の検討の効率化を図ることができると考えられる。 
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